
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
住
宅
借
入
金
等
を
有
す
る
場
合
の
所
得
税
額
の
特
別
控
除
の
控
除
額
に

係
る
特
例
に
つ
い
て
、
適
用
期
限
を
令
和
七
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
四
年
延
長
す
る
と
と
も
に
、
次
の
措
置
を

講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一

三
条
の
二
関
係
）

住
宅
の
再
取
得
等
を
し
て
令
和
四
年
か
ら
令
和
七
年
ま
で
の
間
に
居
住
の
用
に
供
し
た
場
合
の
再
建
住
宅

借
入
金
等
の
年
末
残
高
の
限
度
額
（
借
入
限
度
額
）、
控
除
率
及
び
控
除
期
間
を
次
の
と
お
り
と
す
る
。

居
住
年

借
入
限
度
額

控
除
率

控
除
期
間

令
和
四
年
・
令
和
五
年

五
、
〇
〇
〇
万
円

〇
・
九
％

一
三
年

令
和
六
年
・
令
和
七
年

四
、
五
〇
〇
万
円
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７

懲
戒
処
分
を
受
け
る
べ
き
で
あ
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
の
決
定
制
度
を
次
の
と
お
り
創
設
す
る
こ
と
と
し
た
。（
税

理
士
法
第
四
八
条
関
係
）

財
務
大
臣
は
、
税
理
士
で
あ
っ
た
者
に
つ
き
税
理
士
で
あ
っ
た
期
間
内
に
懲
戒
処
分
の
対
象
と
な
る
行
為
又

は
事
実
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
、
そ
の
税
理
士
で
あ
っ
た
者
が
懲
戒
処
分
を
受
け
る
べ
き
で
あ
っ
た
こ
と
に

つ
い
て
決
定
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
財
務
大
臣
は
、
そ
の
税
理
士
で
あ
っ
た
者
が
受

け
る
べ
き
で
あ
っ
た
懲
戒
処
分
の
種
類
（
そ
の
懲
戒
処
分
が
税
理
士
業
務
の
停
止
の
処
分
で
あ
る
場
合
に
は
、

懲
戒
処
分
の
種
類
及
び
税
理
士
業
務
の
停
止
を
す
べ
き
期
間
）
を
明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

の
決
定
に
つ
い
て
、
そ
の
手
続
、
公
告
等
に
つ
き
懲
戒
処
分
と
同
様
と
す
る
整
備
を
行
う
と
と
も
に
、
そ

の
手
続
に
つ
き
６
の
懲
戒
の
手
続
と
同
様
の
措
置
を
講
ず
る
。

８

税
理
士
法
人
の
社
員
の
法
定
脱
退
事
由
に
、
税
理
士
業
務
の
停
止
の
処
分
を
受
け
た
こ
と
等
を
加
え
る
こ
と
と

し
た
。（
税
理
士
法
第
四
八
条
の
一
七
関
係
）

９

税
理
士
会
及
び
日
本
税
理
士
会
連
合
会
の
会
則
に
記
載
す
べ
き
事
項
に
、
税
理
士
の
業
務
に
お
い
て
電
磁
的
方

法
に
よ
り
行
う
事
務
に
関
す
る
規
定
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法
第
四
九
条
の
二
及
び
第
四
九
条
の
一
四

関
係
）

10

国
税
庁
長
官
は
、
７

の
決
定
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
税
理
士
で
あ
っ
た
者
か
ら
報
告
を
徴
し
、
又
は

当
該
職
員
を
し
て
税
理
士
で
あ
っ
た
者
に
質
問
し
、
若
し
く
は
そ
の
業
務
に
関
す
る
帳
簿
書
類
を
検
査
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
こ
と
と
し
た
。（
税
理
士
法
第
五
五
条
関
係
）

11

国
税
庁
長
官
は
、
税
理
士
法
の
規
定
に
違
反
す
る
行
為
又
は
事
実
が
あ
る
と
思
料
す
る
と
き
そ
の
他
税
理
士
業

務
の
適
正
な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
き
は
、
関
係
人
又
は
官
公
署
に
対
し
、
当
該
職
員
を
し
て
、

必
要
な
帳
簿
書
類
そ
の
他
の
物
件
の
閲
覧
又
は
提
供
そ
の
他
の
協
力
を
求
め
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
し

た
。（
税
理
士
法
第
五
六
条
関
係
）

一
四

輸
入
品
に
対
す
る
内
国
消
費
税
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

郵
便
物
を
輸
入
す
る
際
に
納
付
す
る
内
国
消
費
税
に
つ
い
て
、
そ
の
納
付
を
納
付
受
託
者
に
委
託
す
る
こ
と
が
で

き
る
こ
と
と
し
た
。（
輸
入
品
に
対
す
る
内
国
消
費
税
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
第
七
条
関
係
）

一
五

外
国
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
相
互
主
義
に
よ
る
所
得
税
等
の
非
課
税
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

金
融
口
座
情
報
の
自
動
的
な
提
供
の
た
め
の
報
告
制
度
に
つ
い
て
、
報
告
金
融
機
関
等
の
報
告
事
項
の
提
供
方
法

か
ら
磁
気
テ
ー
プ
を
提
出
す
る
方
法
を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。（
外
国
居
住
者
等
の
所
得
に
対
す
る
相
互
主
義
に
よ

る
所
得
税
等
の
非
課
税
等
に
関
す
る
法
律
第
四
一
条
の
二
関
係
）

一
六

租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関

係
非
居
住
者
に
係
る
金
融
口
座
情
報
の
自
動
的
交
換
の
た
め
の
報
告
制
度
に
つ
い
て
、
報
告
金
融
機
関
等
の
報
告
事

項
の
提
供
方
法
か
ら
磁
気
テ
ー
プ
を
提
出
す
る
方
法
を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。（
租
税
条
約
等
の
実
施
に
伴
う
所
得

税
法
、
法
人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
第
一
〇
条
の
六
関
係
）

一
七

内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改

正
関
係

１

国
外
送
金
等
調
書
及
び
国
外
証
券
移
管
等
調
書
の
光
デ
ィ
ス
ク
等
に
よ
る
提
出
の
特
例
制
度
に
つ
い
て
、
磁
気

テ
ー
プ
を
提
出
す
る
方
法
を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。（
内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金

等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
第
四
条
関
係
）

２

国
外
財
産
調
書
及
び
財
産
債
務
調
書
の
提
出
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
内
国
税
の

適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た
め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等
に
関
す
る
法
律
第
五
条
〜
第
六
条
の
三

関
係
）国

外
財
産
調
書
の
提
出
期
限
を
そ
の
年
の
翌
年
の
六
月
三
〇
日
（
改
正
前
そ
の
年
の
翌
年
の
三
月
一
五
日
）

と
す
る
。

提
出
期
限
後
に
提
出
さ
れ
た
国
外
財
産
調
書
を
提
出
期
限
内
に
提
出
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
措
置
に
つ
い

て
、
そ
の
提
出
が
、
そ
の
国
外
財
産
調
書
に
係
る
国
外
財
産
に
係
る
所
得
税
又
は
国
外
財
産
に
対
す
る
相
続
税

に
つ
い
て
の
調
査
通
知
が
あ
る
前
に
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
場
合
に
限
り
、
適
用
す
る
。

財
産
債
務
調
書
の
提
出
期
限
を
そ
の
年
の
翌
年
の
六
月
三
〇
日
（
改
正
前
そ
の
年
の
翌
年
の
三
月
一
五
日
）

と
す
る
。

改
正
前
の
財
産
債
務
調
書
の
提
出
義
務
者
の
ほ
か
、
居
住
者
は
、
そ
の
年
の
一
二
月
三
一
日
に
お
い
て
そ
の

価
額
の
合
計
額
が
一
〇
億
円
以
上
の
財
産
を
有
す
る
場
合
に
は
、
財
産
債
務
調
書
を
、
そ
の
年
の
翌
年
の
六
月

三
〇
日
ま
で
に
、
所
轄
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
し
た
。

一
八

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
関
係

１

個
人
所
得
課
税

被
災
居
住
用
財
産
に
係
る
譲
渡
期
限
の
延
長
等
の
特
例
に
つ
い
て
、
そ
の
譲
渡
期
限
の
要
件
を
五
年
延
長
す

る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
一
一
条

の
七
関
係
）

被
災
し
た
法
人
に
つ
い
て
債
務
処
理
計
画
が
策
定
さ
れ
た
場
合
の
課
税
の
特
例
の
適
用
対
象
に
、
東
日
本
大

震
災
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
過
大
な
債
務
を
負
っ
て
い
る
内
国
法
人
（
中
小
企
業
者
に
該
当
す

る
も
の
に
限
る
。）で
産
業
復
興
機
構
の
組
合
財
産
で
あ
る
債
権
の
債
務
者
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
、
債
務
処
理

に
関
す
る
計
画
で
一
般
に
公
表
さ
れ
た
債
務
処
理
を
行
う
た
め
の
手
続
に
関
す
る
準
則
に
基
づ
き
策
定
さ
れ
て

い
る
こ
と
そ
の
他
の
一
定
の
要
件
を
満
た
す
も
の
が
策
定
さ
れ
た
場
合
を
加
え
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
三
年

延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第

一
二
条
の
三
関
係
）

（
注
）

表
の
金
額
等
は
、
住
宅
の
再
取
得
等
が
居
住
用
家
屋
の
新
築
等
、
買
取
再
販
住
宅
の
取
得
、
認
定
住

宅
等
の
新
築
等
又
は
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
で
あ
る
場
合
の
金
額
等
で
あ
り
、
そ
れ
以
外
の
場
合

（
既
存
住
宅
の
取
得
（
買
取
再
販
住
宅
の
取
得
及
び
買
取
再
販
認
定
住
宅
等
の
取
得
を
除
く
。）又
は
住
宅

の
増
改
築
等
）
に
お
け
る
借
入
限
度
額
は
一
律
三
、
〇
〇
〇
万
円
と
、控
除
期
間
は
一
律
一
〇
年
と
す
る
。

令
和
七
年
一
月
一
日
以
後
に
居
住
の
用
に
供
す
る
居
住
用
家
屋
若
し
く
は
既
存
住
宅
若
し
く
は
増
改
築
等

を
し
た
家
屋
又
は
認
定
住
宅
等
の
う
ち
、
警
戒
区
域
設
定
指
示
等
の
対
象
区
域
外
に
従
前
住
宅
が
所
在
し
て

い
た
場
合
に
つ
い
て
は
、
本
特
例
の
適
用
が
で
き
な
い
こ
と
と
す
る
。

一
一
１

か
ら

ま
で
と
同
様
の
措
置
を
講
ず
る
。

２

資
産
課
税

東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
が
直
系
尊
属
か
ら
住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け
た
場
合
の
贈
与
税
の
非
課
税

措
置
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
見
直
し
を
行
っ
た
上
、
そ
の
適
用
期
限
を
二
年
延
長
す
る
こ
と
と
し
た
。（
東
日

本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税
関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
第
三
八
条
の
二
関
係
）

受
贈
者
の
年
齢
要
件
の
下
限
を
一
八
歳
以
上
（
改
正
前
二
〇
歳
以
上
）
に
引
き
下
げ
る
。


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